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その他トピックス 『同一労働同一賃金』診断サービス

今年４月から始まる『同一労働同一賃金』への対応ですが、
すでに半数近くの中小企業が、現在準備を進めておられるようです。
その一方で、未着手の企業も３割程度あるようです。
弊社では、お客様の現状を分析し、どれくらいのリスクが隠れて
いるかを診断し、これからの対応策をアドバイスさせて頂きます。

今月の無料相談会

日時： 2/4（木） 13:00 - 17:00
場所： KRP4号館3階 BIZ NEXT

※ご予約不要です。お気軽にお越し下さい。 （BIZ NEXT受付へ）

本号では、さまざまな機関が発表している各種調査結果の情報（一部抜粋）をお知らせ致します。
皆様の会社での労務管理のご参考になりましたら幸いです。

“自社の課題”がグラフ化され、次に何をすべきかが明確になります。
(人数、規模、診断内容等ご希望をお聴かせ下さい。簡易診断も可)

●労災保険の特別加入者の範囲拡大（2021.4月～）
労災法施行規則が改正され、柔道整復師（一人親方として）と、
芸能関係及びアニメーション制作者（特定作業従事者として）が追加。

●男性の育児休業取得促進に向けた方向性

男性育休促進に向けた、雇用保険の「育児休業給付制度」等の
見直しの方向性は以下の通り。
①出生後8週間における新制度に対応する新たな給付の創設
②育児休業の分割取得等
③有期雇用労働者の育児・介護休業促進
④みなし被保険者期間の算定方法の見直し

● 36協定の本社一括届出が可能に（2021.3月～）
事業場ごとに労働者代表が異なる場合であっても、電子申請に
限り、36協定の本社一括届出が可能になる。

『戦略的人財』活用のご支援（ACS）

～公益財団法人日本生産性本部「働く人の意識」調査より～

↑課題はあるものの在宅勤務の継続企業で「効率が上がった」

との回答は、33.8%（昨年5月）→54.5%（今年1月）と大幅に改善。

柔軟な働き方としての「テレワーク」

「同一労働同一賃金」への対応状況

70歳以上働ける制度のある企業の割合

↑令和2年調査では、中小企業は32.1％（2.5ポイントUP）、
大企業は26.1％（2.8ポイントUP）となっている。

※パーセンテージは、表①～⑤の合計値、ポイントは前年比として記載

●すでに対応済
42.0%（全体）、10.8%（中小企業） ＜前年 18.9%＞

●一部対応済で、現在準備を進めているところ
38.3%（全体）、49.0%（中小企業） ＜前年 41.6%＞

★対応予定だが、未着手 →14.9%（全体）、33.2%（中小企業）

～厚労省「令和２年「高年齢者の雇用状況」より～

～マイナビ「人材ニーズ調査」（2020.12月実施）より～

●テレワークの通信費や電気代が一部非課税扱いに
国税庁は、通常は手当として受け取ると所得税がかかる「在宅勤
務手当」等について、自宅の通信費や電気代のうち仕事で使った分
は課税されないようにすると発表。

組織の生産性向上のため、今や人事戦略は必要不可欠ですが
人事領域において、客観的なデータ収集・分析を活用して問題解決

に繋げる動きが注目されています。属人的な判断に頼りがちな「人」
の領域に、ツールを使った手法を取り入れてみてはいかがでしょうか。
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